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１．2025年12月期第２四半期（中間期）の連結業績（2025年１月１日～2025年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期中間期 16,043 11.4 4,684 11.0 4,688 10.7 1,651 △43.8

2024年12月期中間期 14,403 7.5 4,220 25.2 4,236 23.6 2,941 29.5
(注) 包括利益 2025年12月期中間期 1,652百万円(△45.5％) 2024年12月期中間期 3,034百万円( 29.2％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期中間期 35.61 35.20

2024年12月期中間期 62.37 61.71

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期中間期 31,789 24,969 76.3

2024年12月期 31,438 24,989 77.2
(参考) 自己資本 2025年12月期中間期 24,244百万円 2024年12月期 24,269百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 － 37.00 － 38.00 75.00

2025年12月期 － 42.00

2025年12月期(予想) － 43.00 85.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 33,000 7.7 8,900 6.9 8,900 5.8 6,600 10.1 142.36
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年12月期中間期 50,000,000株 2024年12月期 50,000,000株

② 期末自己株式数 2025年12月期中間期 3,589,822株 2024年12月期 3,639,843株

③ 期中平均株式数（中間期） 2025年12月期中間期 46,383,798株 2024年12月期中間期 47,160,063株

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって

の注意事項等については、【添付資料】Ｐ.４「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ

い。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間における経済環境は、１月に発足した米国の新政権による関税政策によって、企業経営や金融

市場を揺るがす状況となりました。また、長期化するウクライナ情勢、緊迫化する中東情勢などにより、非常に不安

定な状況が続いております。日本においては、特に食料品価格の高騰による物価上昇基調が継続しており、サービス

価格も賃上げの価格転嫁が進む中で上昇基調が継続しております。中小企業においては、原材料価格の高騰によるコ

スト増、従業員の人手不足は継続して主要な経営課題となっており、先行き不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、2025年１月よりあがたグローバルコンサルティング株式会

社と共に株式会社船井総研あがたＦＡＳの業務を開始し、また同月より日本を代表するマーケターであり、多くの経

営者を指導してきた神田昌典氏が率いるアルマ・クリエイション株式会社がグループインいたしました。そして、４

月には、アパレル業界における深い専門性、ウェブマーケティングにおける豊富な知見を持つ株式会社アパレルウェ

ブがグループインいたしました。

その結果、当中間連結会計期間における当社グループの経営成績は、売上高16,043百万円（前中間連結会計期間比

11.4％増加）、営業利益4,684百万円（同11.0％増加）、経常利益4,688百万円（同10.7％増加）、親会社株主に帰属

する中間純利益1,651百万円（同43.8％減少）となりました。

また、当社の連結子会社である株式会社船井総合研究所と当社の孫会社であり、株式会社船井総合研究所の連結子

会社であった成長戦略株式会社は、2025年４月１日付で、株式会社船井総合研究所を存続会社として吸収合併されて

おります。これに伴う報告セグメントの変更はありません。

①売上高・・・16,043百万円（前中間連結会計期間比11.4％増加）

売上高におきましては、経営コンサルティング事業において、主力であります月次支援が増収となり、Ｍ＆Ａコ

ンサルティングにおいても、継続的に成約が続き好調に推移しております。また、ロジスティクス事業における物

流ＢＰＯも、新規顧客開拓が着実に進行し、増収となりました。

その結果、売上高は前中間連結会計期間と比べて11.4％増加の16,043百万円となりました。

②営業利益・・・4,684百万円（前中間連結会計期間比11.0％増加）

営業利益におきましては、売上原価は9,421百万円（前中間連結会計期間は8,595百万円）、販売費及び一般管理

費は1,937百万円（同1,587百万円）となりました。適正なコントロールにより旅費交通費のコストを削減すること

ができました。

その結果、営業利益は前中間連結会計期間と比べて11.0％増加の4,684百万円となりました。

③経常利益・・・4,688百万円（前中間連結会計期間比10.7％増加）

経常利益におきましては、営業外収益が56百万円（前中間連結会計期間は47百万円）、営業外費用が51百万円

（同31百万円）となりました。

その結果、経常利益は前中間連結会計期間と比べて10.7％増加の4,688百万円となりました。

④親会社株主に帰属する中間純利益・・・1,651百万円（前中間連結会計期間比43.8％減少）

親会社株主に帰属する中間純利益におきましては、当社連結子会社である株式会社船井総合研究所が所有する五

反田オフィス売却の意思決定に伴い、特別損失2,155百万円を計上したことにより、前中間連結会計期間と比べて

43.8％減少の1,651百万円となりました。
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セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①経営コンサルティング事業

経営コンサルティング事業におきましては、主力であります月次支援の契約単価の上昇及び経営研究会会費の値

上げの効果もあり、前中間連結会計期間と比較して増収となりました。業種別で見ますと、住宅不動産業界向けコ

ンサルティング部門、医療介護福祉業界向けコンサルティング部門が堅調に売上高を伸ばすことができました。利

益面におきましては、人的資本強化のため積極的に人財投資を行いつつ、増益を確保しております。

その結果、売上高は11,616百万円（前中間連結会計期間比12.6％増加）、営業利益は4,451百万円（同24.8％増

加）となりました。

②ロジスティクス事業

ロジスティクス事業におきましては、物流コンサルティング業務が、新規プロジェクトや既存顧客からの継続受

注により順調に推移いたしました。また、物流企業向けコンサルティングの研究会会員数も引続き増加し、増収と

なりました。物流ＢＰＯ業務も、既存顧客との取引が伸長したことで、増収となりました。

その結果、売上高は2,314百万円（前中間連結会計期間比16.4％増加）、営業利益は332百万円（同32.8％増加）

となりました。

③デジタルソリューション事業

デジタルソリューション事業におきましては、ＨＲソリューションの採用広告運用代行サービスにおいて、一部

大型クライアントによる広告予算縮小やクラウドソリューションにおける下請け型受託案件の縮小がありましたが、

ＷＥＢ広告運用代行の売上高は引続き堅調に推移したため、増収となりました。利益面では、人件費を中心とした

営業費用が増加したため、減益となりました。

その結果、売上高は2,112百万円（前中間連結会計期間比0.8％増加）、営業損失は108百万円（前中間連結会計期

間は営業利益238百万円）となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

１．資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて350百万円増加し、31,789百万円となりま

した。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて2,403百万円増加し、20,160百万円となりました。これは主に現金及び預

金の増加によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2,053百万円減少し、11,628百万円となりました。これは主に投資その他

の資産のその他に含まれる差入保証金の増加及び土地の減少によるものであります。

（負債の部）

当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて369百万円増加し、6,819百万円となりま

した。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて120百万円増加し、6,394百万円となりました。これは主に賞与引当金の

増加、未払金の減少によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて249百万円増加し、424百万円となりました。これは主に長期借入金及び

その他に含まれるリース債務の増加によるものであります。
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（純資産の部）

当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて19百万円減少し、24,969百万円となり

ました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益の増加、剰余金処分による利益剰余金の減少、自己株式の処

分による自己株式の減少によるものであります。

（自己資本比率）

当中間連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末に比べて0.9ポイント減少し、76.3％となりま

した。

２．キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて1,996

百万円増加し、12,342百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,717百万円（前中間連結会計期間は3,126百万円の資金の獲得）となりました。

これは主に税金等調整前中間純利益2,491百万円と減損損失2,155百万円を計上し、法人税等の支払額が1,012百万

円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は447百万円（前中間連結会計期間は177百万円の資金の使用）となりました。

これは主に有形固定資産の売却による収入1,453百万円があった一方、定期預金の預入による支出600百万円と差

入保証金の差入による支出620百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は2,160百万円（前中間連結会計期間は4,278百万円の資金の使用）となりました。

これは主に長期借入金の返済による支出351百万円と配当金の支払額1,759百万円によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当期においては「中期経営計画（2023年度～2025年度）」の最終年度として、当社グループのパーパスである「サ

ステナグロースカンパニーをもっと。」の実現にむけて、パーパス浸透を推進してまいります。また、当社グループ

の中核事業である経営コンサルティング事業を中心に、企業の経営課題を一気通貫でサービス提供できる体制にビジ

ネスを拡張してまいります。さらに、グループビジョンである“中堅・中小企業を中心とした「デジタル」×「総

合」経営コンサルティング”を推進し、グループ内のアライアンス力を高めながら、顧客企業の経営者ニーズをとら

え、時流に即した経営コンサルティングサービスを提供してまいります。

また、2025年７月31日付で、Ｍ＆Ａコンサルティングとデューデリジェンスに強みを持つ株式会社ＭＩコンサルテ

ィングの株式取得を行い、新たに連結子会社といたしました。詳細につきましては、７月31日付で当社ホームページ

に掲載しております「船井総研ホールディングス、ＭＩコンサルティングをグループ会社化しＭ＆Ａ・デューデリジ

ェンス機能を強化」をご覧ください。

なお、通期の連結業績予想につきましては、売上高33,000百万円、営業利益8,900百万円、経常利益8,900百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益6,600百万円を見込んでおります。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,846,416 13,452,974

受取手形、売掛金及び契約資産 4,348,404 4,493,931

有価証券 1,203,261 1,601,722

仕掛品 199,518 221,682

原材料及び貯蔵品 6,437 4,469

その他 1,372,282 608,396

貸倒引当金 △219,478 △222,523

流動資産合計 17,756,843 20,160,652

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,639,515 1,427,055

土地 4,556,233 1,168,580

その他（純額） 311,549 401,585

有形固定資産合計 6,507,298 2,997,221

無形固定資産

ソフトウエア 360,002 356,424

のれん 266,353 753,230

その他 34,700 81,885

無形固定資産合計 661,056 1,191,540

投資その他の資産

投資有価証券 2,264,909 1,887,043

退職給付に係る資産 450,794 472,098

長期預金 2,100,000 2,100,000

その他 1,705,831 2,987,729

貸倒引当金 △7,787 △7,220

投資その他の資産合計 6,513,748 7,439,651

固定資産合計 13,682,104 11,628,413

資産合計 31,438,947 31,789,065
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 601,882 463,354

短期借入金 200,000 250,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 67,842

未払金 2,208,591 1,916,357

未払法人税等 1,170,901 1,105,914

賞与引当金 - 457,362

その他 1,993,587 2,134,160

流動負債合計 6,274,962 6,394,990

固定負債

長期借入金 - 192,742

退職給付に係る負債 50,148 52,487

繰延税金負債 94,105 91,724

その他 30,219 87,435

固定負債合計 174,473 424,390

負債合計 6,449,436 6,819,381

純資産の部

株主資本

資本金 3,125,231 3,125,231

資本剰余金 2,946,634 2,946,634

利益剰余金 25,409,643 25,285,995

自己株式 △7,276,480 △7,176,523

株主資本合計 24,205,029 24,181,338

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 193,482 176,777

為替換算調整勘定 32,868 26,672

退職給付に係る調整累計額 △162,135 △139,917

その他の包括利益累計額合計 64,215 63,532

新株予約権 720,265 710,582

非支配株主持分 - 14,230

純資産合計 24,989,511 24,969,684

負債純資産合計 31,438,947 31,789,065
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

売上高 14,403,233 16,043,901

売上原価 8,595,707 9,421,671

売上総利益 5,807,526 6,622,230

販売費及び一般管理費 1,587,111 1,937,935

営業利益 4,220,415 4,684,295

営業外収益

受取利息 4,135 10,029

受取配当金 5,267 6,560

投資有価証券売却益 2,400 7,225

投資有価証券評価益 1,736 3,273

保険解約返戻金 18,284 -

その他 15,835 29,292

営業外収益合計 47,659 56,380

営業外費用

支払利息 2,366 7,654

投資有価証券評価損 1,556 2,046

投資事業組合管理費 18,157 6,645

為替差損 - 3,619

寄付金 7,050 13,150

情報セキュリティ対策費 - 15,156

その他 2,044 3,707

営業外費用合計 31,174 51,979

経常利益 4,236,900 4,688,696

特別利益

固定資産売却益 194,910 -

特別利益合計 194,910 -

特別損失

固定資産売却損 945 -

減損損失 - 2,155,860

固定資産除却損 7,370 9,826

事務所移転費用 271,952 31,078

特別損失合計 280,268 2,196,764

税金等調整前中間純利益 4,151,542 2,491,931

法人税、住民税及び事業税 1,275,578 986,448

法人税等調整額 △65,462 △148,072

法人税等合計 1,210,115 838,376

中間純利益 2,941,426 1,653,554

非支配株主に帰属する中間純利益 - 1,730

親会社株主に帰属する中間純利益 2,941,426 1,651,823
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中間連結包括利益計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

中間純利益 2,941,426 1,653,554

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 68,727 △16,705

為替換算調整勘定 7,539 △6,196

退職給付に係る調整額 16,742 22,218

その他の包括利益合計 93,010 △683

中間包括利益 3,034,436 1,652,871

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,034,436 1,651,140

非支配株主に係る中間包括利益 - 1,730
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 4,151,542 2,491,931

減価償却費 174,818 181,847

減損損失 - 2,155,860

のれん償却額 44,392 77,601

株式報酬費用 44,830 66,433

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,075 2,072

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △19,363 914

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △25,643 2,338

賞与引当金の増減額（△は減少） 465,068 457,569

投資有価証券評価損益（△は益） 180 △1,227

投資有価証券売却損益（△は益） △2,400 △7,259

受取利息及び受取配当金 △9,403 △16,590

支払利息 2,366 7,654

為替差損益（△は益） 1,976 △1,827

寄付金 7,050 2,050

有形固定資産売却損益（△は益） △49,310 -

無形固定資産売却損益（△は益） △144,654 -

有形固定資産除却損 37,448 9,826

無形固定資産除却損 1,580 -

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △36,393 16,780

差入保証金の増減額（△は増加） - △500,000

その他の資産の増減額（△は増加） △721,579 △512,771

その他の負債の増減額（△は減少） △424,387 △551,825

その他 28,989 17,206

小計 3,524,031 3,898,584

利息及び配当金の受取額 13,583 17,764

利息の支払額 △2,369 △7,494

法人税等の支払額 △1,117,043 △1,012,732

法人税等の還付額 715,356 823,905

寄付金の支払額 △7,050 △2,050

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,126,509 3,717,976
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(単位：千円)
前中間連結会計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却及び償還による収入 100,000 -

投資有価証券の取得による支出 △67,500 △50,000

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,446 1,429

有形固定資産の取得による支出 △835,287 △83,654

有形固定資産の売却による収入 136,435 1,453,690

有形固定資産の売却に係る手付金収入 - 469,150

無形固定資産の取得による支出 △60,395 △77,878

無形固定資産の売却による収入 467,709 -

資産除去債務の履行による支出 △150,325 -

定期預金の預入による支出 - △600,000

投資事業組合からの分配による収入 7,200 5,440

保険積立金の解約による収入 - 92

差入保証金の差入による支出 - △620,154

差入保証金の回収による収入 223,305 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △50,705

その他 - △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △177,411 447,398

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 - 50,000

短期借入金の返済による支出 - △100,000

長期借入金の返済による支出 - △351,035

非支配株主からの払込みによる収入 - 12,500

リース債務の返済による支出 △11,743 △12,994

自己株式の取得による支出 △2,691,604 △240

自己株式の売却による収入 48 45

配当金の支払額 △1,575,122 △1,759,249

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,278,422 △2,160,974

現金及び現金同等物に係る換算差額 12,137 △7,843

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,317,186 1,996,558

現金及び現金同等物の期首残高 12,894,272 10,346,416

現金及び現金同等物の中間期末残高 11,577,086 12,342,974
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

経営コンサル
ティング事業

ロジスティク
ス事業

デジタルソリ
ューション

事業
計

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額(注)２

売上高

外部顧客への売上高 10,319,200 1,988,967 2,094,618 14,402,787 446 14,403,233

セグメント間の内部
売上高又は振替高

386,765 287,662 407,611 1,082,039 △1,082,039 －

計 10,705,965 2,276,630 2,502,230 15,484,826 △1,081,592 14,403,233

セグメント利益 3,566,618 250,185 238,414 4,055,218 165,197 4,220,415

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社収益並びに

全社費用が含まれております。全社収益は、各グループ会社からの業務受託手数料、経営指導料及び不動産

賃貸収入等であり、全社費用は、主にグループ運営に係る費用であります。

２ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

経営コンサル
ティング事業

ロジスティク
ス事業

デジタルソリ
ューション

事業
計

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額(注)２

売上高

外部顧客への売上高 11,616,614 2,314,962 2,112,325 16,043,901 － 16,043,901

セグメント間の内部
売上高又は振替高

57,962 315,304 35,929 409,195 △409,195 －

計 11,674,576 2,630,266 2,148,254 16,453,097 △409,195 16,043,901

セグメント利益又は
損失（△）

4,451,389 332,124 △108,560 4,674,953 9,341 4,684,295

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない

全社収益並びに全社費用が含まれております。全社収益は、各グループ会社からの業務受託手数料、経営指

導料及び不動産賃貸収入等であり、全社費用は、主にグループ運営に係る費用であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報】

前中間連結会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日）

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

（単位：千円）

経営コンサルテ
ィング事業

ロジスティクス
事業

デジタルソリュ
ーション事業

計 調整額
中間連結
損益計算書
計上額

減損損失 2,155,860 － － 2,155,860 － 2,155,860
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、2025年８月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

詳細につきましては、2025年８月８日付の「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」をご参照くだ

さい。
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３．その他

（１）受注及び販売の状況

①受注実績

当中間連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

経営コンサルティング事業 10,272,239 +5.3 8,990,257 +7.7

ロジスティクス事業 450,532 +12.1 323,397 +9.5

デジタルソリューション事業 822,086 +35.3 1,050,433 +345.2

(注) １ 経営コンサルティング事業については、月次支援及びプロジェクトの経営コンサルティング収入について

のみ記載しております。

２ ロジスティクス事業については、物流コンサルティング収入についてのみ記載しております。

３ デジタルソリューション事業については、ＩＴコンサルティング収入及びクラウドソリューション収入等

についてのみ記載しております。

４ 金額は販売価格で表示しております。

②販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

経営コンサルティング事業 11,616,614 +12.6

ロジスティクス事業 2,314,962 +16.4

デジタルソリューション事業 2,112,325 +0.8

合計 16,043,901 +11.4

(注) １ 販売実績は、外部顧客に対する売上高を表示しております。

２ 総販売実績に対して10％以上に該当する相手先はありません。


